
（第１回）令和５年12月26日（火）
・ クマ類の生息状況、被害状況等について
・ ヒアリング（北海道、岩手県、秋田県、群馬県、富山県、兵庫県）
（第２回）令和６年１月９日（火）

・ ヒアリング（大日本猟友会、北海道農業協同組合中央会、
日本自然保護協会、知床財団、NPO法人ピッキオ）

・ 論点の整理
（第３回）令和６年２月８日（木）

・ 「クマ類による被害防止に向けた対策方針」の決定
（検討委員）※五十音順
・ 大井 徹 石川県立大学生物資源環境学部 特任教授
・ 小池 伸介 東京農工大学大学院 教授
・ 近藤 麻実 秋田県生活環境部自然保護課 主任
・ 佐藤 喜和 酪農学園大学 農食環境学群 教授
・ 澤田 誠吾 島根県西部農林水産振興センター 主幹
・ 山﨑 晃司 東京農業大学地域環境科学部 教授 ※座長
・ 横山 真弓 兵庫県立大学自然・環境科学研究所 教授

「クマ類による被害防止に向けた対策方針」のポイント

○ 令和6年2月8日の専門家検討会において、科学的知見に基づき、 「クマ類による被害防止に向けた対策方針」を取りまとめ。
○ 対策の基本的な考え方は、クマ類の地域個体群を維持しつつ、人の生活圏への出没防止により、人とクマ類のすみ分けを図る。
○ その実現に向け、「ゾーニング管理※1」、「広域的な管理※2」、「順応的な管理※3」の３つの管理を推進。

※1：人の生活圏とクマ類の生息域の区分 ※2：保護管理ユニットに基づき都道府県をまたぐ広域管理 ※3：事業のモニタリングにより、より適切な管理方法を適用

○ 市街地等での銃による捕獲について、鳥獣保護管理法の改正
も含めて、対応方針の検討・整理が必要。

○ 都道府県・市町村への専門的な人材の育成・配置、
捕獲技術者の育成・確保が必要。

○ ICT等を活用した出没情報の提供、モニタリング手法の開発が必要。
○ 過度な苦情への対応、四国個体群の保全強化等が必要。

○ 放任果樹等の誘引物の管理、電気柵の設置、追い払い、山林、
耕作放棄地、移動ルートの緑地の刈り払い、緩衝帯の整備が必要。

○ 指定管理鳥獣の指定（鳥獣保護管理法省令の改正）
※4月16日に公布・施行

○ 指定管理鳥獣捕獲等事業交付金の拡充（クマ類の追加）

○ クマ類を指定管理鳥獣※に指定（絶滅のおそれのある四国の
個体群を除く）。都道府県等への技術的・財政的支援が必要。

○ 捕獲に偏らない対策が必要（調査・モニタリング、出没防止対策、
出没時の体制構築、人材育成 など）。
※ 都道府県等が捕獲等により集中的かつ広域的に管理する鳥獣
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